
[参考] 先月からの主要変更点  

 11月月例 12月月例 

基調判断 景気は、引き続き持ち直しに向けた動き

がみられるものの、そのテンポはさらに緩

やかになっている。 

 

・企業収益は改善の兆しがみられ、設備投資

は下げ止まりつつある。 

・雇用情勢は、一部に改善への動きがみられ

るものの、失業率が高水準で推移するな

ど、依然として厳しい。 

・個人消費は、横ばいで推移するなかで、一

部に底固さもみられる。 

・輸出は弱含んでおり、生産は持ち直しの動

きがさらに緩やかになっている｡ 

 

先行きについては、景気は持ち直しに向か

うことが期待されるが、アメリカ経済等への

先行き懸念や我が国の株価の低迷など、環境

は厳しさを増しており、我が国の最終需要が

下押しされる懸念が強まっている。 

景気は、持ち直しに向けた動きが弱まっ

ており、おおむね横ばいで推移している。 

 

・企業収益は改善しており、設備投資は下

げ止まりつつある。 

・雇用情勢は、求人が増加傾向にあるもの

の、失業率がこれまでの最高水準となる

など、依然として厳しい。 

・個人消費は、横ばいで推移するなかで、

一部に底固さもみられる。 

・輸出は弱含んでおり、生産は横ばいとな

っている。 

 

先行きについては、世界経済が緩やかに

回復すれば、景気は引き続き持ち直しに向

かうことが期待される。一方、アメリカ経

済等への先行き懸念や我が国の株価の低迷

など、厳しい環境が続いており、我が国の

最終需要が引き続き下押しされる懸念が存

在している。 

政策態度 政府は、「経済財政運営と構造改革に関する

基本方針2002」を早期に具体化する中で、10月

30日に、不良債権処理の加速等を通じた金融・

産業の再生、経済活性化に向けた構造改革加

速策、セーフティ・ネットの拡充を柱とする「改革

加速のための総合対応策」をとりまとめた。雇

用・中小企業のセーフティ・ネットの一層の活用・

強化を図るため、今後の税収動向を踏まえて、

引き続き必要な措置について検討することとして

いる。 

日本銀行においては、同日、日本銀行当座預

金残高目標を15～20兆円程度とするとともに、

長期国債の買い入れを月1兆2千億円ペースに

増額すること等を決定した。デフレ克服及び金融

システム安定化に向け、政府・日本銀行は引き

続き一体となって強力かつ総合的な取組を行う。 

政府は、先般とりまとめた「改革加速のための

総合対応策」を着実に実施している。加えて、現

下の金融・経済情勢に応じ構造改革の取組への

更なる政策強化を行うことが必要であるとの認識

の下、この総合対応策を補完・強化するため、12

月12日に「改革加速プログラム」を決定した。こ

れに基づき、財政規律を守りつつ、平成14年度

補正予算を編成し、年度を通じた切れ目のない

対応を図る。 

また、11月29日には、昨年度に引き続き「改革

断行予算」を実現するとの方針を示した「平成15

年度予算編成の基本方針」を閣議決定した。 

 デフレ克服及び金融システム安定化に向け、

政府・日本銀行は引き続き一体となって強力か

つ総合的な取組を行う。 

 

各論 
生産 持ち直しの動きがさらに緩やかになってい

る。 
横ばいとなっている。 

企業収益 改善の兆しがみられる。 改善している。 
業況判断 改善がみられるものの、そのテンポが緩やか

になっている。 
緩やかながら、引き続き改善がみられる。 

倒産 高い水準となっている。 減少している。 

雇用 

 

依然として厳しい。一部に改善への動きがみ

られるものの、完全失業率が高水準で推移し、

賃金も弱い動きが続いている。 

依然として厳しい。求人が増加傾向にあるも

のの、完全失業率がこれまでの最高水準とな

り、賃金も弱い動きが続いている。 
国内卸売

物価  

弱含んでいる。 横ばいとなっている。 

（注）下線部は、先月から変更した部分。 


